
                         

   
 

1 

 
 

 

公調委事第８５号 

令和６年４月２４日 

 

  国土交通大臣  斉藤 鉄夫  殿 

  

  

                                公害等調整委員会委員長 

        永 野 厚 郎                                 

 

 

土地収用法による審査請求に対する意見について（回答） 

 

  令和５年７月６日付け国不収第22号をもって意見照会のあった、ダム建設工

事及びこれに伴う道路付替工事（以下「本件事業」という。）に関して、Ａ収

用委員会（以下「処分庁」という。）が令和ａ年ｂ月ｃ日付けでした権利取得

裁決及び明渡裁決（以下「本件裁決」という。）に対するＸ（以下「審査請求

人」という。）からの審査請求について、貴殿から提出された資料等に基づき

検討した結果、公害等調整委員会は次のとおり回答する。 

 

意  見 

 

本件審査請求は、理由がないものと考える。 

 

理  由 

 

１ 審査請求人は、要旨次の事由を主張して、本件裁決の取消しを求めている。

⑴ 本件事業の利水面及び治水面での必要性は認められない。 

ア 本件事業の利水面での必要性に関する水需要予測が過大評価である。

平成ｄ年度予測では、利用量率（水需要量から水源必要量を算出する

際に用いる係数）や負荷率（一日平均給水量/一日最大給水量×100）

を実績に基づかず、水道施設設計指針（2012年厚生労働省）に例示さ

れている考え方の最小値を採用して低く設定することにより水源必要

量や一日最大給水量を過大にするほか、用途別水量（生活用水、業務

営業用水及び工場用水）の予測も過大にしている。保有水源に関して

も、現在取水実績のある慣行水利権による水源を不安定水源として切
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り捨てている。近年の一日平均給水量はｅ㎥/日前後しかなく、Ｂの言

う安定水利権水源合計ｆ㎥/日で十分賄えており、今後も給水人口の減

少が見込まれていることから、給水量の減少は目に見えている。Ｃダ

ムに水源開発しても、その水は使い道がない。 

 

イ 本件事業の治水面での必要性について、Ｄは、Ｅ水系河川整備基本

方針（平成ｇ年ｈ月策定。以下「整備基本方針」という。）において治

水対策の計画規模をｉ（ｊ年に１回の大洪水に対応）とし、Ｅ水系河

川整備計画（平成ｋ年ｌ月策定、平成ｍ年ｎ月変更。以下「整備計画」

という。）においては、Ｆ合流点より下流の計画規模をｉ、基本高水流

量をｏ㎥/秒に設定することにより、治水面の必要性があるとしている。 

しかし、整備基本方針策定時に測定した河道状況を対象として想定

氾濫面積を算出すれば、計画規模はｐが妥当となり、Ｃダムは不要と

なる。基本高水流量につき整備計画では、昭和ｑ年ｒ月洪水時の降雨

パターンを採用して流量計算を行っているが、国土交通省の河川砂防

技術基準からすると、これを対象降雨として採用することは不適当で

あり、昭和ｓ年ｔ月洪水型のピーク流量ｕ㎥/秒を採用することとなる

が、Ｄは、ＥのＦ合流点より下流は河道整備が進み、昭和ｓ年ｔ月の

洪水が再来しても安全に流下する計画高水流量ｖ㎥/秒にほぼ対応でき

ていることを明らかにしており、Ｃダムは不要である。 

また、本件事業の治水上の目的は「Ｆ合流点でｗ㎥/秒の洪水をｘ㎥

/秒調節して、ｖ㎥/秒まで落とす」ことにあるが、その費用対効果比

を算定するとｙでしかなく、公共事業として成り立たない。 

 
⑵ 本件事業に係る事業認定処分（平成ｚ年ａａ月ａｂ日付けＧ地方整備

局告示第ａｃ号による告示（以下「本件事業認定告示」という。）に係る

もの。以下「本件事業認定」という。）の申請書及び本件事業認定告示の

どちらも、本件事業の対象地（以下「本件土地」という。）に居住してい

るａｄ世帯約ａｅ人の存在に触れず、生活の場を剥奪するなどの人権侵

害の事実、本件事業によって失われる利益を見ておらず、起業者（Ｄ及

びＢ）と事業認定庁（Ｇ地方整備局長）による土地収用法（以下「法」

という。）の適用は違法、違憲である。 

 

⑶ 本件事業認定は、上記⑴及び⑵のとおり、考慮すべきところを考慮せ
か し

ず、考慮してはならないことを考慮したものであり、手続に多数の瑕疵

があって重大かつ明白な瑕疵がある。 
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⑷ Ｄ知事は、昭和ａｆ年ａｇ月ａｈ日、Ｃダム建設予定地であるＨ、Ｉ

及びＪ（以下「地元３部落」という。）の各総代との間で覚書（以下「本

件覚書」という。）を取り交わし、本件覚書では、Ｃダム建設に着手する

ためには地元３部落の住民全員の書面による同意を得なければならない

とされていた。ところがＤは、強制収用に向けた本件事業認定の申請を

行い、認定を受けるなど、本件覚書に違反してＣダム建設を強行しよう

としている。 

 

⑸ 本件事業認定の取消しを求める行政不服審査法に基づく審査請求（以

下「本件事業認定に係る審査請求」という。）に関して、審査庁（国土交

通大臣）が本件事業認定に係る審査請求に対する裁決をするに際して、

公害等調整委員会に求めた意見照会に対する回答書（以下「公調委回答

書」という。）において、資料に貯留関数法を用いるのに十分な具体的な

データが明記されていないので、治水目的の当否が判断できず、本件事

業によって得られる公共の利益と失われる利益との比較衡量もできない

と指摘がされている。Ｅ水系の基本高水流量ｏ㎥/秒を科学的に検証する

と過大なものであり、ａｉ㎥/秒程度が妥当である。審査庁は、公調委回

答書の指摘に対応し、本件事業認定に係る審査請求の裁決をするまでは、

本件裁決の執行を停止するとの判断をすべきである。 

 

⑹ 起業者が本件事業認定を申請したときの公約は、「話合いの促進」であ

ったが、それが不可能となったのであるから、処分庁は本件裁決申請の

取下げを勧告すべきであった。 

 

２ そこで、審査請求の理由の有無について判断する。 

⑴ 審査請求人は、本件事業の必要性が認められないこと（前記１⑴）、本

件事業認定による人権侵害があること（同⑵）、本件事業認定は、考慮す

べきところを考慮せず、考慮してはならないことを考慮したもので、そ

の手続に瑕疵があること（同⑶）、Ｄは本件覚書に反して本件事業認定を

受けたこと（同⑷）を主張する。  

これら審査請求人の主張は、本件事業認定の違法を主張し、その違法

が本件裁決の違法に承継されるとの趣旨であると解される。仮に、本件

事業認定の違法を本件裁決の審理判断の違法の理由として主張する趣旨

ならば、事業認定についての不服は収用委員会の審理とは関係がないも

のとされているから（法第43条第３項、第63条第３項）、当該主張が失当
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であることは明らかである。また、審査請求人の上記主張は、本件事業

認定の処分要件ないし手続に関する根幹的な過誤があることを説くもの

ではないことから、重大かつ明白な瑕疵を主張するものであるとは認め

られない。したがって、審査請求人の上記主張は、違法性の承継の主張

であると解するほかない。 

ところが、審査請求人は、国を被告として、本件事業認定の取消しを

求める訴えを提起したが、Ｋ地方裁判所は、平成ａｊ年ａｋ月ａｌ日に、

本件事業認定の取消しを求める請求については理由がないとして棄却す

る判決をした。審査請求人は、同判決を不服として控訴したが、Ｌ高等

裁判所は、令和ａｍ年ａｎ月ａｏ日に、本件控訴を棄却するとの判決を

し、審査請求人は、最高裁判所に上告と上告受理申立てを行ったが、最

高裁判所第一小法廷は、令和ａｐ年ａｑ月ａｒ日に、上告棄却及び上告

不受理の決定をしたから、同判決は確定した。 

そうすると、本件事業認定がその処分時において違法性がないことに

ついては、本件事業認定の取消訴訟において請求棄却判決が確定したこ

とから、当該判決の既判力によって、訴訟当事者である審査請求人は本

件事業認定の違法を主張することはもはやできないこととなる。したが

って、審査請求人の上記主張は失当である。 

 さらに、審査請求人は、本件事業認定に係る審査請求の際の公調委回

答書の指摘（データ不足により治水目的の当否が判断できない。）を引用

して審査庁は本件裁決の執行停止をすべきであったとの主張をしている

が（前記１⑸）、上記のとおり、審査請求人は、確定判決の既判力によっ

て本件事業認定の違法を主張することはもはやできないのであるから、

当該主張も失当である。また、前記１に主張として掲記はしていないも

のの、審査請求人は、公調委回答書の内容自体の違法もるる主張してい

るが、同様に当該主張も失当である。 

 

⑵ 審査請求人は、地権者との話合いの促進という事業認定の際の起業者

の公約が果たせない以上、本件裁決申請の取下げ勧告をすべきであった

と主張する（前記１⑹）。 

 しかし、事業認定の際に起業者が話合いの促進を目指していたが、そ

れができずに裁決申請に及んだからといって、その裁決申請の取下げを

処分庁において勧告すべきという理由はない。 

 

３ 以上のとおりであることから、審査請求人の主張は、いずれも理由がない

ものと考える。 


